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　はじめに
　第 1節　請求拒否決定に関連する若干の事例
　（ 1）行政情報公開条例（個人情報保護条例制定以前）に関連する事例
　　　事例（Ａ）東京地判平成 6年 1月31日：東京高判平成 6年10月13日（控訴審）
　　　事例（Ｂ）浦和地判平成11年 1 月25日
　　　事例（Ｃ）浦和地判平成11年 3 月 1 日
　（ 2）個人情報保護条例に関連する事例
　　　事例（Ｄ）大阪地判平成 6年12月20日：大阪高判平成 8年 9月27日（控訴審）
　　　事例（Ｅ）大阪地判平成14年12月20日
　　　事例（Ｆ）甲府地判平成15年 3 月18日：東京高判平成15年 9 月24日（控訴審）
　　　事例（Ｇ）熊本地判平成15年 4 月25日
　　　事例（Ｈ）東京地判平成16年 6 月25日
　　　事例（Ｉ）名古屋地判平成20年 1 月31日：名古屋高判平成20年 7 月16日（控訴審）
　　　事例（Ｊ）水戸地判平成20年 2 月26日：東京高判平成21年 3 月19日（控訴審）
　第 2節　行政不服審査
　　第 1款　処分庁への異議申立て・審査庁への審査請求
　　（ 1）異議申立ての事例
　　（ 2）審査請求の事例
　　第 2款　第三者不服審査機関（審査会）
　　（ 1）審査会への諮問
　　（ 2）審査会による調査審議
　　　　①　調査審議の手続
　　　　②　不服申立人と意見陳述権
　　（ 3）審査会による答申
　　第 3款　異議申立決定・審査請求裁決
　　（ 1）決定・裁決の期限と方式
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　　（ 2）審査会の答申内容を尊重した決定・裁決
　　（ 3）審査会の答申内容とは異なる決定・裁決
　　（ 4）審査庁の裁決内容とは異なる処分庁（実施機関）の措置
 （以上、18号）　
　第 3節　処分取消訴訟と要件審理（若干の争点整理）
　　第 1款　処分性（公権力の行使）
　　（ 1）請求拒否決定通知と請求拒否通知
　　（ 2）処分性の要件欠落と公法上の当事者訴訟
　　第 2款　原告適格（訴えの利益）
　　（ 1）法律上の利益
　　（ 2）狭義の訴えの利益
　　第 3款　その他の訴訟要件
　　（ 1）不服申立前置主義
　　（ 2）被告適格・処分行政庁
　　　　①　実施機関から下級行政機関への権限委任
　　　　②　実施機関に属する下級行政機関の事務処理
 （以上、本号）　
　第 4節　処分取消訴訟と本案審理（若干の争点整理）
　　第 1款　処分理由の付記
　　第 2款　文書不存在：文書の移送と廃棄
　　第 3款　立証責任
　第 5節　その他の訴訟提起
　　第 1款　裁決取消訴訟
　　第 2款　不作為の違法確認訴訟
　　第 3款　義務づけ訴訟
　　第 4款　国家賠償請求訴訟
　おわりに（課題と展望）
 （以上、次号以下）
第 3節　処分取消訴訟と要件審理（若干の争点整理）
　処分庁（実施機関）によって請求拒否決定がなされた場合、原告（不服のある請求人）がその取
消訴訟を提起するには、「処分性」及び「原告適格」といった訴訟要件（訴訟提起要件）が充足され
なければならない。そこで、以下、若干の検討を行いたいと思う。
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第 1款　処分性（公権力の行使）
（ 1）請求拒否決定通知と請求拒否通知
　個人情報保護条例では、自治体保有個人情報の名宛人たる本人（代理人、遺族や相続人を含む。
以下、同じ）には開示請求権、訂正請求権及び利用停止請求権が認められており、また、請求に係
る決定については実施機関による文書での通知がなされること、さらに、請求拒否決定に関しては、
既に見たように、行政不服審査法による不服申立てが可能であり教示（行政不服審査法第57条）が
なされること、こういった特徴が見られる。従って、請求拒否決定は、最高裁判例がいう「公権力
の主体たる国又は公共団体の行為のうち、直接国民の権利・義務を形成し、または、その範囲を確
定することが法律上認められるもの」に該当し、処分に該当することは間違いない。
　もっとも、処分取消訴訟は、「行政庁の処分その他公権力の行使に当たる行為」の取消しを求める
訴訟（行政事件訴訟法第 3条 2項）であることから、請求拒否決定通知ではなく、単に事実上の通
知として行われた場合に、当該訴訟を提起できるかが問われることとなる。例えば、事例（Ｄ）に
おいて、被告高槻市教育委員会は、「本件不存在通知は、本件調査書がいまだ存在していないとい
う事実を単に通知したものにすぎず、行政処分には当たらない。すなわち、右通知当時には本件調
査書は作成されていなかったのであるから、これを非開示とするとの決定を通知したものではない
し、もちろん、右調査書を開示するか否かの判断を示したものでもない。」と主張していた。こう
いった通知は、果たして「観念としての通知」なのか、あるいは個人情報保護条例に基づく「処分
としての通知」なのか、取消訴訟の対象たる「処分性」の認定について問題が生じよう。
　因みに、本件不存在通知が出された当時、被告高槻市教育委員会は、文部省（現・文部科学省）、
大阪府教育委員会の方針に従い、調査書は開示請求の対象にはならないとの立場をとっており、こ
れに基づき教育長名で通知を出したようである。しかし、教育長名で通知がなされたとしても、後
に、高槻市教育委員会から正式な文書不存在決定通知が出されることは、容易に推察できることで
ある。従って、教育長が不存在の通知を行った段階で、原告には自己の情報を閲覧できなくなると
いう法的効果が発生するのであり、本件不存在通知は、単なる「観念としての通知」ではなく、個
人の地位、利益ないし権利関係に影響を及ぼすものといえよう。本件不存在通知に対する原告から
の異議申立ての手続においても、被告高槻市教育委員会は同市個人情報保護審査会に対し、当該通
知をもって、原告の開示請求に対する拒否処分、すなわち「非開示処分」とすることに異議はない
旨の回答をしている。また、当該異議申立てに対する被告高槻市教育委員会の決定も、本件不存在
通知が行政処分であり、また、当該処分は被告高槻市教育委員会によりなされたものであることを
前提としており、その主文も「却下」ではなく、「棄却」とされている。以上の点を考慮するなら
ば、大阪地裁判決及び大阪高裁判決が説示するように、本件教育長からの不存在通知は、被告高槻
市教育委員会が原告の本件調査書開示請求に対して開示しないとの意思を表示したもの（拒否処分）
と認めざるを得ない。高槻市教育委員会によって文書不存在決定通知が出された後に、原告が当該
決定につき取消訴訟を提起して争うことも可能と考えられようが、本件教育長からの不存在通知の
（1） （ 2）
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段階で、紛争を解決すべき成熟性も認められるのであり、原告側には早期の行政救済が保障される
べきある。
（ 2）処分性の要件欠落と公法上の当事者訴訟
　事例（Ｄ）でみた文書不存在通知のように、当該通知の「処分性」が問題となった場合、被告高
槻市教育委員会側からは、本案前の抗弁として、処分性の要件欠落の主張がなされていた。すなわ
ち、本件不存在通知は、非開示決定手続において、準備手続としてなされる事実上の行為に過ぎず、
本件通知自体は、原告（請求者）の法律上の地位ないし権利関係に影響を及ぼすものでないとして、
処分性が否定される主張である。
　事例（Ｄ）は、改正行政事件訴訟法が施行（平成17年 4 月 1 日）される以前の判例である。そこ
で、同様の事例につき、現在の行政事件訴訟法に置き換えるならば、原告としては、「公法上の法律
関係に関する訴え」、いわゆる公法上の当事者訴訟（行政事件訴訟法第 4条）を提起し、本件通知
を争うことも可能と思われる。すなわち、原告は、本件不存在通知を契機として、公法上の法律関
係において実施機関である高槻市教育委員会との間で紛争が生じたものであり、保有個人情報に関
し、「閲覧できる権利があることの確認を求める訴訟」ないし「閲覧できることの地位の確認を求
める訴訟」などの提起である。ここでは、紛争解決の成熟性（紛争の即時解決の必要性）、そして、
紛争解決に有効かつ適切な手段であること（確認の利益）を十分に主張すべきである。いずれにし
ても、請求拒否通知の処分性が要件審理として問題となる場合には、処分性を肯定する論旨を展開
させながら取消訴訟を提起するとともに、処分性が否定されることも想定しながら、併せて公法上
の当事者訴訟を提起することが、望ましい訴訟選択と言えようか。
第 2款　原告適格（訴えの利益）
（ 1）法律上の利益
　処分取消訴訟の原告適格は、行政事件訴訟法第 9条 1項によって、「当該処分又は裁決の取消しを
求めるにつき法律上の利益を有する者」に認められる。すなわち、処分によって直接自己の権利・
利益が侵害され、又は必然的に侵害されるおそれのある者が、原告となって訴訟を提起できるので
ある。実施機関によって請求拒否決定がなされた場合には、保有個人情報の名宛人たる本人の開示
請求権、訂正請求権及び利用停止請求権等が剥奪ないし侵害されることとなるので、請求拒否決定
を受けた本人には、処分取消訴訟で争う原告適格が認められる。この点は、開示請求が拒否された
事例（Ｄ）において、大阪地裁判決及び大阪高裁判決が「本件条例は、開示目的や、開示により受
ける具体的利益にかかわりなく、何人にも、公文書に記録されている自己に係る個人情報の開示を
求め得ること自体に法律上の利益を認めているものと解すべき」と説示していることに符合しよう。
　また、事例（Ｅ）では、泉南市個人情報保護条例に基づく保有個人情報の開示請求とともに、泉
（3）
（ 4）
（ 5）
（ 6）
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南市情報公開条例に基づく給水工事申込台帳等の公開請求が行われている。後者の公開請求が拒否
されたために、原告が当該非公開決定に対する不服申立て（審査請求）を行った結果、泉南市長は、
泉南市情報公開・個人情報保護審査会の答申を受けて一部開示決定を行っている。当該事例では、
原告が一部公開決定の取消訴訟を提起したことから、訴えの利益たる原告適格が争点とされていた。
大阪地裁判決は、当該決定は原告にとって有利な決定（裁決）であるから、本件一部公開決定の取
消しを求める訴えの利益はないと述べ、不適法却下としている。まさに、当該事例にあっては、原
告には何ら権利・利益の侵害が発生していないのであるから、法律上の利益を欠くこととなる。こ
ういった利益処分が、処分取消訴訟で争われること自体が稀有な事例である。仮に、一部非公開の
部分が適法であると認定した棄却の決定（裁決）に不服があるのであれば、原告は、原処分取消訴
訟ではなく、後述の裁決取消訴訟（行政事件訴訟法第 3 条 3 項）を提起すべきであり、事例（Ｅ）
は、訴訟技術上の問題で敗訴した典型的な事例と言えよう。
　ところで、事例（Ｈ）で、東京地裁判決は、「本件情報は、別件損害賠償請求訴訟において書証
として提出されており、その判決も宣告済みであるというのであるから、中止請求の拒否決定を取
消しても、過去に行われて、終了した行為の中止を求めることはできないのであるから、原告は、
およそ本件訴訟を利用しては解決することのできないことを求めているということができる。した
がって、本件訴えのうち、目的外利用等の中止を求める部分については、訴えの利益を欠き、不適
法といわざるを得ない。」と説示している。まさに、本件事例は、たとえ個人情報が記載されている
文書が存在していても、実施機関によって既に終了した措置に他ならず、利用停止拒否決定の取消
しを求めるべき実益や客観的可能性がない場合に該当しよう。もっとも、事例（Ｈ）で原告は、将
来に向けて利用中止を求めているわけではない点に注意を要する。当該事例は、改正行政事件訴訟
法の施行以前の判例であり、現在の行政事件訴訟法に目を向ければ、差止め訴訟（行政事件訴訟法
第 3条 7項）が規定されている。仮に事例（Ｈ）のような原告が、実施機関による保有個人情報の
利用について、将来に向けての利用停止を求めたいならば、現在では、差止め訴訟の活用も想定さ
れよう。
　なお、前記事例（Ｄ）の高槻市個人情報保護条例第18条の 2第 1項によれば、開示請求をした者
以外の第三者に関する情報が記録されているときは、実施機関は、当該請求に対する可否の決定を
するに当たって、当該情報に係る第三者に対し、当該公文書の表示その他実施機関が定める事項を
通知して、意見書を提出する機会を与え、また、当該第三者からの開示反対意見書があったにもか
かわらず、開示請求者に開示を行った場合には、実施機関は、開示決定後直ちに、当該反対意見書
を提出した第三者に対し、開示決定をした旨及びその理由並びに開示を実施する日を書面により通
知しなければならないとされる。第三者に対する反論の機会の提供は、前記事例（Ｅ）の泉南市個
人情報保護条例第16条 6 項でも規定されているが、実施機関が開示請求者本人に対して既に開示措
置を行った後に、第三者が開示決定の取消訴訟を提起したとしても、事例（Ｈ）と同様に、法律上
の利益を欠くこととなろう。この点は、訂正請求者本人からの訂正請求につき、第三者の訂正反対
意見書ないし反論にも関わらず、実施機関が訂正措置をとった場合にも同様と言えよう。そこで、
当該第三者としては、実施機関が開示請求者本人に対して開示決定を行う前に、あるいは、訂正請
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H. Minagawa CHUKYO LAWYER
求者本人に訂正決定を行う前に、差止め訴訟の提起を行うことも一方法と考えられる。もっとも、
当該第三者に固有の法律上の利益（行政事件訴訟法第37条の 4第 3項・第 4項）や、その他の要件
（行政事件訴訟法第37条の 4 第 1 項・第 2 項・第 5 項）の充足が必要であることは言うまでもない
（なお、仮の差止めの申立てについては、行政事件訴訟法第37条の 5第 2項がこれを規定している）。
（ 2）狭義の訴えの利益
　裁判所が、取消訴訟の提起に基づいて処分の取消判決をするには、処分の取消しをすることの実
益と客観的可能性とがなければならない。これは、訴えの利益の客観的側面であり、行政事件訴訟
法第 9条 1項の第二括弧書きにいう「狭義の訴えの利益」と言われる。すなわち、処分の取消しそ
のものが意味を失っても、他に取消しを求める派生的効果や付随的効果、あるいは、回復すべき効
果などがあれば、訴えの利益は維持されることとなる。
　例えば、事例（Ｃ）で、被告埼玉県は、「本件文書は、平成三年度の埼玉県公立高等学校入学者選
抜の際、受検先の校長に対して障害者の障害の状況をあらかじめ把握させ、学力検査及び入学後の
学校生活において適切な措置をとることを可能とさせることを目的として、越谷養護学校長から定
時制学校長に提出された文書であるから、平成三年度の入学者選抜が終了した以上、本件文書は、
その目的を失い、その性質上すでに廃棄されるべき文書である。したがって、本件文書に記載した
事項について、その訂正ないし抹消等を求める必要はないのであるから、原告には、本件文書の記
載の抹消を求める利益はない。」と主張していた。しかし、浦和地裁は、「仮に本件文書がすでに廃
棄されるべき文書であるとしても、本件文書が、本件訴訟において訂正・抹消請求権の行使の対象
とされており、本件口頭弁論終結時において、本件文書が廃棄されずに存在している以上、本件文
書の本件各記載部分の抹消を求める訴えの利益は、未だ失われていないというべきである。」と説示
している。文書が現に存在するにもかかわらず、将来廃棄されることを理由に訴えの利益を否定す
る被告埼玉県の論旨展開には、十分な説得力がなく、むしろ詭弁に近いと言えよう。
　それでは、受験生の出身中学校長から志望先の高等学校長に提出される調査書の非開示決定取消
訴訟の係属中に、高等学校入学者選抜試験が既に終了し、原告が既に志望先県立高等学校に合格し
た場合には、訴えの利益が消滅するのであろうか。原告が求めているのは、あくまで当該調査書に
記載されている個人情報の内容開示である。従って、事例（Ｄ）の大阪地裁判決が説示するように、
県立高等学校の入学者選抜が既に終了していることや、既に志望先高等学校に合格し進学している
ことにより、法律上の利益が失われるものとすることはできないと言えよう。もっとも、当該大阪
地裁判決は、他方では、「開示の対象となるのは、開示の段階において、現に実施機関において管理
する文書等に限られるのであり、本件調査書が既に被告市教委の下には存在していない現在、本件
処分が取り消されても、最早、原告は同項により本件調査書の開示を受けることはできなくなって
いるのであるから、原告には本件不存在通知の取消しを求める利益は失われているものといわざる
を得ない。」と述べている。従って、後述するように（第 4節の第 2款）、開示請求先如何によって
は、訴えの利益が否定されることも考えられないわけではない。
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　ところで、請求拒否決定の取消訴訟の係属中に、実施機関が職権で、請求拒否決定を取り消し、
又は変更しながら、保有個人情報の全部を開示する場合、あるいは、訂正請求の全部を容認して訂
正する場合又は利用停止請求の全部を容認して利用停止をする場合には、原告である請求人にとっ
ては利益処分となることから、当該取消訴訟に関する訴えの利益が消滅することとなろう。問題と
なるのは、処分取消訴訟の係属中に、あるいは、別件の訴訟で保有個人情報が被告である実施機関
側から書証として提出され、原告である請求人がその内容を知った場合である。こういった場合で
あっても、前述の事例（Ｄ）で大阪地裁判決及び大阪高裁判決が説示するように、個人情報保護条
例上の開示を受ける独自の利益があることから、訴えの利益は消滅しないと考えてよかろう。仮に、
書証として保有個人情報が提出されたため訴えの利益が消滅するとするならば、実施機関による恣
意的な、あるいは、安易な非開示決定を誘発しかねない。そこで、事例（Ｆ）で甲府地裁判決及び
東京高裁判決は、別件の訴訟で「書証の提出により事実上開示を受けたことをもって、個人情報の
開示を受ける訴えの利益がなくなったと解することはできない。」と説示している。まさに、正鵠を
得ている結論と考えられる。
第 3款　その他の訴訟要件
（ 1）不服申立前置主義
　実施機関によって請求拒否決定がなされた場合、第 2節で述べたように、不服のある請求人とし
ては、簡易迅速な手続による行政不服審査で救済を受けることが可能となっている。そこで、一般
には、異議申立てや審査請求を先に行い、後に処分取消訴訟を提起することが通例となっている。
行政不服審査が行われた場合、諮問機関ではあるが、審査会が第三者的立場で調査審議することに
なっているが、直接、処分取消訴訟（行政事件訴訟法第 3条 2項）を提起して争うことも想定でき
ないわけではない。なぜなら、行政不服審査と行政事件訴訟との関係では、例外的に不服申立前置
主義がとられるものの、原則として自由選択主義が採られているからである（行政事件訴訟法第 8
条 1項本文）。なお、当該不服申立前置主義は、「法律」に規定している場合に限定されており、当
該「法律」とは、実質的意味での「法律」とされる。従って、条例はこれに含まれないことから、
個人情報保護条例で不服申立前置主義を規定することは不可能とされる。
（ 2）被告適格・処分行政庁
　　①　実施機関から下級行政機関への権限委任
　事例（Ｄ）は、高槻市教育委員会の教育長名で、高槻市教育委員会が管理する文書の中には開示
請求の対象となる文書が存在しない旨の通知（文書不存在通知）が出されたので、開示請求人から、
当該教育委員会に対して異議申立てが行われた事例である。このように、本件事例では、文書不存
在として、正式の実施機関（教育委員会）による正式な通知ではなく、その代表者名（教育長名）
（7）
（ 8）
24
H. Minagawa CHUKYO LAWYER
で通知がなされている。処分庁であり被告とされた高槻市教育委員会によれば、本件文書不存在通
知は、委任規則（高槻市教育委員会の権限に属する事務の一部を委任する規則）により高槻市教育
委員会から教育長に委任された権限に基づき、教育長名をもってなされた通知であり、高槻市教育
委員会の処分は存在しないと主張されている。本件事例は、現在の行政事件訴訟法が施行される以
前の判例であることから、被告適格には処分庁主義が採用されていた。そこで、本件事例では、文
書不存在通知の処分性とともに、被告適格が争点となっている。
　確かに、個人情報保護条例では「教育委員会」が実施機関となっており、教育長名での通知は正
式の通知ではない。しかし、委任規則によって文書の開示ないし非開示の権限委任を行った結果、
仮に教育委員会が教育長名で非開示通知や文書不存在通知を出せば、すべて処分は存在しないこと
になる。こういった解釈は、不当なものと言ってよかろう。なぜなら、教育委員会による正式な通
知ではないので処分性が認められず、開示請求の相手方には、訴訟提起の余地を全く与えないこと
に帰結してしまうからである。逆の言い方をすれば、教育委員会がこういった手法を駆使すれば、
処分取消訴訟の提起を一切回避することが可能となるからである。
　地方教育行政法（地方教育行政の組織及び運営に関する法律）を検討すれば、旧第26条（新第25
条）1項は、「教育委員会は、教育委員会規則で定めるところにより、その権限に属する事務の一部
を教育長に委任し、又は教育長をして臨時に代理させることができる。」として、権限委任の規定が
見られる。しかし、開示請求も含めて、訂正請求ないし利用停止請求に係る事務処理は、同法の旧
第26条（新25条）2項 1号にいう「教育に関する事務の管理及び執行の基本的な方針に関すること」
に他ならず、実施機関たる教育委員会から教育長への権限委任はできないと考えるべきである。ま
してや、高槻市個人情報保護条例第 2条 1項でも、教育委員会が「実施機関」とされている。従っ
て、開示請求、訂正請求ないし利用停止請求に係る請求拒否決定を行うことができるのは実施機関
だけであり、各地方公共団体の各種規則で下級行政機関への権限委任を行うことは、個人情報保護
条例の趣旨・目的を逸脱することに繋がる。
　こういった事例は、他にも見ることができよう。例えば、生活保護に関する保有個人情報につい
て、開示請求、訂正請求ないし利用停止請求があった場合、実施機関たる市長ではなく社会福祉事
務所長名や福祉部長名で請求拒否決定通知を行えば、すべて処分は存在しないことになり、これに
不服があったとしても、請求者である相手方は、処分取消訴訟で争うことが一切不可能となってし
まう。こういった手法は脱法行為に近く、個人情報保護条例の趣旨・目的に反することとなる。ま
た、開示請求、訂正請求ないし利用停止請求を行った相手方に不測の損害を与え、ましてや、住民
と行政との信頼関係を不当に損ねる結果となる。請求拒否決定通知は、個人情報保護条例上の実施
機関である市長名や教育委員会名で行われるべきであり、教育長、社会福祉事務所長や福祉部長に
権限を委任することができないのである。
　因みに、国の行政機関個人情報保護法第46条では、「行政機関の長は、政令（内閣の所轄の下に置
かれる機関及び会計検査院にあっては、当該機関の命令）で定めるところにより、前三章（第十条
及び前章第四節を除く。）に定める権限又は事務を当該行政機関の職員に委任することができる。」
として、権限又は事務の委任が認められている。国の機関にあっては、内部部局の長、審議会、地
（9）
（10）
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方支分部局の長に権限又は事務を委任することが適切であること、あるいは、地方在住者への便宜
（地方支分部局への直接訪問・相談、地方裁判所への訴訟提起・管轄等）のために、当該行政機関の
職員への委任が認められるのである。各地方公共団体にあっては、このような配慮の必要はないと
思われるので、権限の委任を認める積極的な理由を見出すことは困難であろう。
　もっとも、個人情報保護条例で権限の委任ができないことと相手方の訴訟提起の可能性との問題
は、切り離して別の時限で考えるべきある。例えば、仮に（条例違反となる）権限の委任を受けた
行政機関が請求拒否決定通知を発した場合であっても、広く実施機関の行為と同一視し、相手方に
訴訟提起の可能性を認めるべきであろう。ここでは、相手方の権利・利益を保障する上で、行政法
の一般理論であるいわゆる「違法行為の転換」や民法第110条にいう「表見代理の援用」を行うべ
きである。いずれにしても、現在の行政事件訴訟法第11条 1 項では、処分庁主義から行政主体主義
への変更が行われている。従って、処分庁が、都道府県ないし市町村のどの機関かが問題にされる
ことはあっても（行政事件訴訟法第11条 4 項・ 5 項を参照）、被告は都道府県ないし市町村といっ
た「公共団体」に変わりないので、処分取消訴訟における被告適格の要件充足はクリアーできるこ
ととなろう。
　　②　実施機関に属する下級行政機関の事務処理
　事例（Ｃ）にあって、被告埼玉県は、本件事前協議書は定時制学校長が所持管理しているもので
あるから、被告には本件文書の訂正・抹消の権限がなく、本件記載部分の抹消を求める訴えは被告
適格を欠くので、却下されるべきである旨を主張していた。原告が受験した当時の埼玉県では、教
育委員会の教育長名で各中学校、高校及び養護学校などの校長にあて、「平成三年度埼玉県公立高
等学校入学者選抜について」と題する通知を発しており、「公立高等学校への出願を希望しており、
かつ障害があるため、学力検査の際及び高等学校入学後に配慮を要すると考える生徒」の出身中学
校長や養護学校長に対しては、事前に書面を整え、志願先高等学校に出向き高等学校長とあらかじ
めその事情を説明すべきとされていた。こういった通知に基づき事前協議書が作成されたのであり、
被告埼玉県が、協議書作成行為にまったく無関係というわけではない。本件の定時制高校は、埼玉
県が設置した公立学校であることも考慮すれば、事前協議書の作成者が誰であれ、当該文書は埼玉
県が保有する文書である。従って、浦和地裁判決が説示するように、「右文書の記載の訂正ないし
抹消等の管理は、埼玉県の教育に関する事務に該当するから、本件記載部分の情報抹消ないし訂正
の権利義務の帰属主体は、被告埼玉県である。」との説示は妥当である。まさに、埼玉県自らが訂
正するのか、あるいは定時制学校長に訂正を代理させるのかを問わず、訂正権者は被告埼玉県であ
る。従って、被告には本件文書の訂正・抹消の権限がなく、本件記載部分の抹消を求める訴えは被
告適格を欠くとの主張は、詭弁に他ならない。
　既に①で触れたように、行政事件訴訟法上、現在の被告適格は行政主体主義に変更されている。
従って、請求拒否決定にあって、被告適格を有するのは都道府県ないし市町村といった公共団体で
ある。ここでは、下級行政機関が事務処理をし、保有・管理する文書であっても、実施機関に開示、
訂正ないし利用停止等の権限がないとの主張は遮断されよう。事例（Ｃ）は、事例（Ｄ）と同様に、
（11）
（12）
（13） （14）
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現在の行政事件訴訟法が施行される以前の判例であるが、現在では、実施機関に属する下級行政機
関の事務処理については、実施機関が開示、訂正ないし利用停止等の最終的責任者になろう。
 （未完）
（ 1） 例えば、最判昭和30年 2 月24日（農地境界査定処分無効確認請求事件）最高裁判所民事判例集 9
巻 2 号217頁、最判昭和39年10月29日（ごみ焼場設置条例無効確認等請求事件）判例時報395号20
頁・北原仁「ごみ焼却場の設置」（『行政判例百選Ⅱ（第 6版）156』）324頁～325頁などを参照。
（ 2） なお、個人情報保護条例ではなく、情報公開条例に基づく不利益決定の処分性については、兼子
他・前掲書（『情報公開・個人情報条例運用事典』）294頁～295頁を参照。
（ 3） その他、通知に処分性を認めたものとして、輸入写真集が輸入禁制品（風俗を害すべき書籍）に
該当する旨の税関長の通知＝最判昭和54年12月25日（異議申出棄却決定取消請求事件）判例時報
951号 3 頁・判例タイムズ404号52頁、あるいは、外国からの食品輸入が食品衛生法に抵触するとし
て、検疫所長から積み戻し又は廃棄されたい旨の通知＝最判平成16年 4 月26日（食品衛生法違反
処分取消請求事件）判例時報1860号42頁・判例タイムズ1152号112頁・川内劦「輸入禁制品該当の
通知」（『行政判例百選Ⅱ（第 5版）』165）340頁～341頁などがある。
（ 4） なお、最判昭和57年 5 月27日（採用内定取消処分取消等請求事件）判例時報1046号23頁・判例タ
イムズ473号118頁では、採用内定の通知は、単に採用発令の手続の準備手続としてなされる事実上
の行為に過ぎず、採用内定の取消し自体は、採用内定を受けた者の法律上の地位ないし権利関係に
影響を及ぼすものでない、と判示されている。
（ 5） こういった意味からして、個人情報保護条例で認められる開示請求権、訂正請求権及び利用停止
等請求権は、請求権という「手続的な権利」とともに、開示権、訂正権ないし利用停止権といった
「実体法上の権利」を併せ持つこととなろう。
（ 6） なお、情報公開訴訟における原告適格・開示請求権については、米田雅宏「情報公開争訟の諸問
題」（現代行政法講座編集委員会編『現代行政法講座Ⅳ自治体争訟・情報公開争訟』日本評論社・
2014年）198頁～200頁を参照。
（ 7） なお、情報公開請求につき不開示決定がなされた事例で、その取消訴訟係属中に文書が書証とし
て提出された場合にも、同様の考え方がとられている。詳しくは、最判平成14年 2 月28日（交際費
等非公開決定処分取消請求事件）判例時報1782号 3 頁・判例タイムズ1088号116頁・判例地方自治
232号28頁、米田・前掲論文200頁～201頁を参照。
（ 8） 兼子他・前掲書（『情報公開・個人情報条例運用事典』）288頁、室井他・前掲書（『コンメンター
ル行政法Ⅱ』）130頁など。
（ 9） なお、教育委員会制度を見直し、首長権限を強化する改正地方教育行政法が2014年 6 月13日に成
立している。教育行政の責任者を明確化するため、教育長と教育委員長を一本化した新「教育長」
を置くほか、首長が教育方針を教育委員会と話し合う「総合教育会議」を地方公共団体に設けると
のことである。当該法律の施行は、2015年 4 月からとのことであり、本稿では、旧法の条文と新法
の条文を併行付記している。
（10） 兼子他・前掲書（『情報公開・個人情報条例運用事典』）296頁では、「教育委員会から教育長へ実
施機関の権限が委任されているときは（これが許されると解すべきか、のぞましいかどうかは大い
に問題であるが）」と述べられている。
（11） 宇賀・前掲書（『個人情報保護法の逐条解説［第 3版］』）414頁～416頁。
（12） 兼子他・前掲書（『情報公開・個人情報条例運用事典』）153頁～154頁は、補助機関による専決の
許容性を論じながらも、実施機関による権限委任には慎重な立場をとっている。
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（13） 例えば、死者たる被相続人に対する農地買収処分が、相続人に対する買収処分として有効とされ
た事例として、東京地判昭和45年12月 2 日（買収処分無効確認等請求事件）判例時報637号34頁が、
また、村農地委員会が、自作農創設特別措置法施行令第43条により小作人から買収の請求があった
ものとして原告所有の農地につき買収計画を定めたが、訴願を受けた県農業委員会は、小作人から
買収の請求がなかったものと認めながらも、同法施行令第45条を適用して買収計画を相当と判断し
た事例につき、自創法施行令第43条による買収計画と同施行令第45条による買収計画は手続を異に
するが、実体法上の根拠が全く同一であったので、違法行為の転換として買収計画を相当と認めた
事例として、最判昭和29年 7 月19日（土地買収不当処分取消請求事件）最高裁判所民事判例集 8巻
7号1387頁・山本隆司「違法行為の転換」（『行政判例百選Ⅰ（第 6版）90』）182頁～183頁がある。
（14） 例えば、現金出納の権限を有しない村長が、その権限を超えて村の名で他人より金員を借り入れ、
これを現実に受領した場合に、民法第110条の表見代理に該当するものとして、同条の類推適用を
認めた事例として、最判昭和34年 7 月14日（貸金請求事件）判例時報193号16頁・池村好道「自治
体の金員借入れと表見代理」（『行政判例百選Ⅰ（第 6版）11』）24頁～25頁がある。
